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第６章 その他知っておきたいこと 

１ 認定ＮＰＯ法人等に対する監督規定 

認定ＮＰＯ法人等は、税制上の優遇措置が受けられることから、ＮＰＯ法で次のような監督

規定が設けられています。 

川崎市は、認定ＮＰＯ法人等が法令等に違反し、又はその運営が著しく適正を欠いている疑

いがあると認めるときは、当該法人に対し、その業務若しくは財産の状況に関し「報告」を求

めたり、職員が当該法人の事務所その他の施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若し

くは、帳簿、書類その他の物件を「検査」したりすることが可能となっています。 
また、認定ＮＰＯ法人等について、認定等の取消事由のいずれかに該当すると疑うに足りる

相当な理由がある場合には、当該法人に対し、期限を定めて、その改善のために必要な措置を

採るべき旨の「勧告」をすることができます。 
その他、NPO 法第 5 条第 1 項違反が認められる場合の「その他の事業の停止」や、取消事

由に該当した場合の「認定の取消し」などの措置をとることができることが定められています。 

このように、認定ＮＰＯ法人等の監督規定は段階的に定められており、改善の機会を設けな

がらも、正当な理由なく必要な措置を採らない場合等においては、認定等を取り消すことがで

きるつくりになっています。 
 
【表 12】認定等の取消しに係る事由 

区 分 内 容 

所轄庁が認定等を取り消

さなければならない場合 

(1) 欠格事由のいずれかに該当するとき 

※欠格事由についてはＰ10～11 をご参照ください。 

(2)  偽りその他不正の手段により認定、特例認定、認定

の有効期間の更新、又は合併の認定を受けたとき 

(3) 正当な理由がなく、所轄庁又は所轄庁以外の関係 

知事による命令やその他の事業の停止命令に従わない

とき 

(4) 認定ＮＰＯ法人等から認定又は特例認定の取消の申

請があったとき 

所轄庁が認定等を取り消

すことができる場合 

(1) 認定基準の一部に適合しなくなったとき 

※運営組織及び経理や事業活動が適正であること、法令違反等がな

いことの基準等についてはＰ7～10 をご参照ください。 

(2) 事業報告書等を期限内に提出していない、また、法 

で定められた閲覧の義務を守っていないとき 

(3) その他、法令又は法令に基づいてする行政庁の処分 

に違反したとき 
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２ 認定等の失効 

認定ＮＰＯ法人等は、次のいずれかに掲げる事由が生じたとき、その認定等の効力を失い

ます。 

（１） 認定等の有効期間が経過したとき 

（２） 認定ＮＰＯ法人等が認定ＮＰＯ法人等でないＮＰＯ法人と合併をした場合、その合

併がそれに係る認定を経ずにその効力を生じたとき 

（３） 認定ＮＰＯ法人等が解散したとき 

 （４） 特例認定ＮＰＯ法人が認定ＮＰＯ法人として認定を受けたとき 

 

なお、川崎市は、認定ＮＰＯ法人等が認定等の効力を失ったときは、告示又は本市ホームペ

ージにおいてその旨を公示します。 
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★ 知っていますか？ ～寄附金税額控除の仕組み～ 
  

認定ＮＰＯ法人等に寄附をした場合、寄附金控除は、どのような手続きで受けられるのでしょうか。 

 

  

 

ＭＥＭＯ 

捨てないで！ 
寄附金控除を受けるために確定申告等を行う際、寄附金受領証明書の提示が必要になります。 


